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「奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託」に係る 

公募型プロポーザル募集要項 

 

 奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託に係る公募型プロポーザルの各種手続き、要件

審査等の内容については次の通りとする。 

 

１．業務の目的 

児童養護施設等の措置解除者や、虐待経験がありながらも公的支援につながらなかった

者等（以下「社会的養護経験者等」という。）は、家族や親族から適切な支援が得られな

いまま生活面・経済面・心理面等様々な課題を抱えている者がおり、その自立にあたって

は様々な困難が生じやすい状況にある。 

社会的養護経験者等の社会的孤立を防ぎ、相互交流の場や自立に必要な情報の提供、相

談支援の他、対象者が帰住先を失っている場合の一時的な居住支援・生活支援等、個々の

状況に合わせた支援を行うことで、自立に結び付け、安定した社会生活を送れるよう支援

することを目的とする。 

 

 

２．業務の名称、内容、履行機関及び予算の概要 

（１）業務の名称 

奈良市社会的養護自立支援拠点事業 

（２）業務の内容 

「奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託 仕様書」（以下「仕様書」という。）のとお

りとする。 

（３）履行期間 

 令和７年 4 月 1 日から令和１０年 3 月３１日まで 

※ただし、委託契約を遵守しない等、当該事業を継続させることが適当でないと委託者が

認めたときは、契約を解除することがある。この場合、委託者は、受託者の損害に対し、

賠償の責任を負わない。 

（４）予算の概要（提案上限金額、消費税及び地方消費税を含む） 

 契約期間中の総額         55,800,000 円 

 うち令和７年度      19,400,000 円 

   令和８年度及び９年度   18,200,000 円 

 

※委託料の対象経費：職員の人件費（事業に直接従事する者に対して支払う人件費に限

る。）、需用費（印刷製本費・光熱水費・書籍購入費・消耗品費等）、役務費（保険料・

通信運搬費等）、設備費（備品購入費等）、報償費（講師謝礼金等）、職員の旅費、研修
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会等への参加負担金及び資料代等、事業の実施に要する施設等賃貸料、その他事業の実

施に直接必要と認められるもの。 

 

３．事業者選定方法 

 公募型プロポーザル方式 

 

４．スケジュール（予定） 

①参加申請・提案書の受付 令和６年１２月１１日（水）～令和７年１月６日（月）

午後 5 時まで 

②質問の受付期間 令和６年１２月１１日（水）～令和６年１２月２０日

（金）午後 5 時まで 

③質問に対する回答 最終回答日：令和６年１２月２５日（水） 

④プレゼンテーション審査 令和７年 1 月１４日（火） 

⑤審査結果通知 令和７年 1 月下旬 

⑥契約の締結 令和７年２月上旬 

⑦委託業務の開始日 令和７年 4 月 1 日 

 

５．参加資格 

（１）応募できる団体（以下「応募団体」という。）は、本事業の趣旨を十分に理解し、

安定して事業を実施する能力を有する法人であって、次の要件を全て満たすものとす

る。 

① 類似事業の実績があり、社会的養護出身者をとりまく環境や自立支援の必要性につ

いて理解があること。 

② 契約期間中、安全かつ円滑に事業を運営する能力があること。 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。 

④ 宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。 

⑤ 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とし

た団体でないこと。 

⑥ 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第 7 号）第 12 条第 1 項第 3 号イ及び同号

ロに掲げる団体でないこと。 

⑦ その他法令等に違反する団体でないこと。 

（２）上記（１）①から⑦の要件を満たした複数の団体による連合体（以下「共同事業

体」という。）も応募可能とする。その場合、全体の意思決定及び業務管理等に責任を

持つ代表構成団体を決め、当該団体が参加申請書類等の提出を行うこと。 
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６．参加申請・書類提出の手続き 

（１）提出書類及び提出部数 

 次の①から⑪の様式（⑪は単体法人の場合不要）を正１部、副９部（副は複製可）の計

10 部提出すること。 

① 参加申請書（様式 1） 

② 団体概要書（様式２－１、２－２、２－３） 

③ 法人の役員名簿（様式３－１、３－２、３－３） 

④ 類似事業の内容が具体的に確認できる書類（契約書の写し等） 

⑤ 法人の履歴事項全部証明書及び定款等 

⑥ 業務の実施体制調書（様式４） 

⑦ 企画提案書（様式５） 

⑧ 事業の実施予定場所（事務所・相談室等）の平面図 

アクセス、設備・環境（インターネット環境や空調、キッチン、トイレ等）につ

いても併せて提示すること。 

⑨ 見積書（様式６）及び積算内訳 

令和７年度～令和９年度の 3 年間の見積もりを 1 年度ごとに記載し、積算内訳

（1 年度ごとに記載したもの、様式は問わない）を添付すること。 

⑩ 法人の令和５年度決算書の写し 

⑪ 共同事業体協定書（案）（様式７） 

※審査に当たり、追加書類の提出を求めることがある。 

 

（２）提出方法等 

① 提出期間 

令和６年１２月１１日（水）から令和７年１月６日（月）午後 5 時まで 

② 提出先 

〒630-8031 

奈良市柏木町 263 番地の 2 

奈良市子どもセンター 子ども支援課 

③ 提出方法 

持参又は送付（簡易書留郵便）により提出すること。持参の場合は、奈良市子ども

センターの閉庁日を除く、各日午前 9 時から午後 5 時までに提出すること。送付に

ついては、上記提出期間内必着とする。 

（３）参加承認 

本プロポーザルの参加承認の可否の連絡は、参加申請書を提出したすべての応募団体

に令和７年１月８日（水）までに通知する。 

なお、通知方法は、提出書類に記載されたメールアドレス宛に電子メールを送信し、
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おって原本を送付する。 

（４）参加辞退 

本プロポーザルへの参加申請後に応募団体の都合で参加を辞退する場合は、様式８の

辞退届の写しを令和７年１月７日（火）午後５時までに電子メールで提出すること。ま

た、おって原本を送付又は持参すること。 

 

７．質問の受付 

（１）受付期間 

令和６年１２月１１日（水）から令和６年１２月２０日（金）午後５時まで 

（２）受付方法 

電子メールにて件名を「社会的養護自立支援拠点事業プロポーザルに関する質問（応

募団体名）」とし、質問書（様式９）を添付して、次のメールアドレス宛てに送信する

こと。電話及び直接来所による質問には応じない。 

メールアドレス kodomoshien@city.nara.lg.jp 

（３）質問に対しての回答 

質問と回答については、質問者名は伏せ適宜ホームページ上で公開する。メール等個

別の回答は行わない。なお、同一の質問にはまとめて回答する。最終の回答日は、令和

6 年１２月２５日（水）とする。 

 

８．プレゼンテーション審査 

（１）実施日程及び場所 

 実施日   令和７年１月１４日（火）午後１時３０分～（予定） 

 実施場所  奈良市子どもセンター 大会議室 

（２）実施方法 

 1 団体につき 50 分程度（プレゼンテーション 20 分、質疑応答 30 分）とする。 

（３）留意事項 

① 提案内容については、奈良市情報公開条例（平成 19 年奈良市条例第 45 号）第 7

条に定める不開示情報に該当するものが含まれていることから、プレゼンテーショ

ン審査は非公開で行う。 

② プレゼンテーションで使用する資料は、提出された企画提案書のみとする。 

③ プレゼンテーションにおいては、プロジェクター、スクリーン、パソコン等を使用

できるものとする。プロジェクター及びスクリーンは本市が用意するが、パソコン

は応募団体が用意すること。 

④ プレゼンテーション出席者は、配置予定の管理者、担当者を含む 3 名以内とする。 

⑤ 理由なく遅刻又は欠席した場合は、参加辞退したものとみなす。 
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９．団体の選定 

（１）「奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託に係るプロポーザル審査委員会」（以下

「審査委員会」という。）が、企画提案書、プレゼンテーション及び質疑を基に審査を

実施し、最も優れた提案を選定する。 

（２）審査は、別紙「審査項目」に基づき実施する。審査委員がそれぞれ採点を行い、集

計する。最も点数の高い者を受託候補者として選定する。 

（３）同点の場合には、次のとおり事業者を選定する。 

① 応募団体の中で一番高い点数をつけた委員が多い提案を選定する。 

② ①で選定されない場合、評価基準「２支援内容」の合計点が多い提案を選定する。 

③ ②で選定されない場合、見積金額が低い提案を選定する。 

（４）応募団体が 1 団体のみの場合も、審査を実施する。点数が合計 6 割以上の場合に、

その団体を選定する。 

（５）上記いずれの場合においても、合計点数が６割に満たない場合及び審査項目のいず

れかに０点の評価が１以上ある場合は、受託候補者として選定しない。 

 

１０．選定結果の通知 

各参加者に選定結果を郵送で通知するとともに、奈良市ホームページ上にて結果を掲載す

る。 

 

１１．契約の締結 

（１）契約締結の手続き 

受託候補者に選定された団体と本市が協議し、企画提案書による内容を基本として、

業務に係る仕様を確定させたうえで契約を締結する。なお、受託候補者に選定された団

体との契約締結交渉の結果、合意に至らなかった場合は、次順位の団体と交渉を行うも

のとする。 

（２）契約保証金 

奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第２３条第１項の規定により契約

金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付すること。ただし、同規則第２３条第２

項各号のいずれかに該当する場合は全部又は一部を免除する。 

 

１２．失格要件 

次のいずれかに該当する場合は失格となる。 

① 提出書類に虚偽の記載があった場合 

② 参加資格要件を満たさなくなった場合 

③ 審査の公平性を害する行為があった場合 
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１３．その他留意事項 

① 本プロポーザルに参加する費用は、すべて応募団体の負担とする。 

② 提出期限後における企画提案書等の修正又は変更は認めない。 

③ 同一団体からの複数の企画提案書の提出は認めない。 

④ 提出された企画提案書等の書類は返却しない。 

⑤ 本提案において知り得た情報は、本提案にのみ活用を認める。 

 

１４．問い合わせ先  

〒630-8031 

奈良市柏木町 263 番地の 2 

奈良市子どもセンター 子ども支援課 

電話 0742-93-6595(直通) 

メールアドレス kodomoshien@city.nara.lg.jp 


